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◆国民経済計算～10―12月期・１次速報～　　2月15日（内閣府） 

　・実質ＧＤＰ（国内総生産）成長率（季調値）は前期比で1．2％（年率4．8％）。 

　・ＧＤＰ成長率の寄与度は、実質は国内需要（内需）が1．0％、財貨・サービスの純輸出（外需）が0．2％となった。 

◆労働力調査都道府県別結果～平成18年平均・モデル推計値～　　3月2日（総務省）  

　・都道府県別の完全失業率（モデル推計値）は、沖縄県7．7％、青森県6．0％の順に高く、福井県2．3％が最も低い。 

◆労働経済動向調査～平成19年2月～　　3月2日（厚生労働省）  

　・常用労働者過不足判断Ｄ．I．（「不足」－「過剰」）は調査産業計で29ポイントと、不足超過幅が前期（23ポイント）よ

りも大幅に拡大している。 

最 近 の 統 計 調 査 より  

　注目の統計・指標 

労働力調査詳細集計（平成18年平均）　　3月2日（総務省） 

～正規の職員・従業員が平成15年以降初めて増加～ 
　雇用者（役員除く）は前年に比べて81万人の増加の5088万人となった。このうち、正規の職員・従業員は3411万
人と、前年に比べて37万人の増加となった。一方、非正規の職員・従業員は、前年に比べて44万人増加の1677万人
となった。 
　役員を除く雇用者に占める非正規の職員・従業員の割合は33.0％（前年比0.4ポイント上昇）、性別では、男性が
17.9％（同0.2ポイント上昇）、女性が52.8％（同0.3ポイント）上昇となっている。 
　性・年齢階級別にみた役員を除く雇用者に占める非正規の職員・従業員の割合は、男性では65歳以上で67.3％、
15～24歳で43.2％などとなっている。女性では25～34歳で41.5％、15～24歳で48.9％となっているほかは5割を超え
ている。平成17年と18年を比べると、男性の15～24歳、45～54歳、55～64歳、女性の15～24歳、65歳以上では低下、
それ以外は上昇となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（情報解析課　上村聡子） 

情報解析部 

2月11日～3月10日に公表された主な労働関係統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月次統計を除く） 
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主　要　労　働　指　標 

１５歳以上 
人口 

資料出所 

注1)短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の雇用者。 

注2）pは速報値。 

総務省「労働力調査」 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「労働経済指標」 
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人口 

短時間 
女性雇用 
者数1） 

就業者数 雇用者数 
失業者数 雇用保険受給者実人員 月間有効求職者数 

季調値 前年比 前年比 

新規求職 
申込件数 

資料出所 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「毎月勤労統計調査」 
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現金給与総額 
（前年比） 

総実労働時間 
（前年比） 

所定外労働時間 
（前年比） 

労働生産性 
（製造業） 
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（前年比） 前年比 

資料出所 

注3）アメリカ：16歳以上。  イギリス：16歳以上。月数値については、2か月前からの3か月間の平均値である。 
　　 ドイツ　：公務員及び臨時雇用者を除く。  フランス：四半期値については雇用者数である。 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構にて算出 
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国際標準 今月のキーワード解説 

　日本の水準が他の国と比べてどの程度であるかということは、関心のあるところです。しかし、統計デ
ータを比較する際に国ごとに事情が異なるという点に留意する必要があります。国それぞれが歴史、文化
を持ち、その結果が現在の姿となっており、統計調査においても、そういったことが反映していることが
あります。 
　図表１はUnited Nations "Demographic Yearbook"(1993)から得られるケニアの人口ピラミッドです。10
年きざみでデータが突出しています。これは、おそらく、調査する際において、年齢を概数でしか補足で
きないことがかなりあったことによるものではないかと思われます。 
　また、図表２はロシアの人口ピラミッドです。こちらはケニアのような傾向はありませんが、60歳人口
に大きな落ち込みがみられ、これが後世代に影響を与える形となっています。これは、ロシア革命の混乱、
第二次世界大戦、ソ連解体後の人口減少が影響しています（社団法人ロシアNIS貿易会高橋浩氏「ロシア
の労働・雇用事情－人口減少化のロシアの雇用労働問題－JILPT国際シンポジウム新興勢力BRICｓ＜ブラ
ジル、ロシア、インド、中国＞の雇用・労働問題－世界の経済成長エンジンを検証する－より）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　労働力人口データはこれら人口統計を踏まえるものです。統計の理解にあたっては、調査の背景として、
諸制度の理解が必要であり、場合によっては歴史が関係していることがあるということに留意する必要が
あります。 
  
　国際比較には上記に述べた困難を伴うもの
ですが、自国の理解、他国の理解、国家間の
理解のため、国際比較は欠かせません。 
　このたび、労働政策研究・研修機構において、
「データブック国際労働比較2007」を刊行い
たします。掲載データの更新とともに、図表
３といった新規の統計表を追加しております。
データブック国際労働比較2007をご利用いた
だけますと幸いです。 
 
（情報解析課長　秋山　恵一） 


